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添付公開書類：

- 国際調査報告 （条約第 2 1条 (3))

基板 に対 して平行 に、第 1 の導電層 （1 3 ) と、半導体 層 （1 7 ) と第 2 の導電層 （1 8 ) か らな る
積層体 （2 1 ) と層 間絶縁膜 （1 6 ) とを交互 に積層 した積層構造 と、前記積 層構造 を積 層方 向に貫 い
て配置 され た複 数の柱 状電極 （1 2 ) と、柱状電極 （1 2 ) と第 1 の導 電層 （1 3 ) との 間に電気 的信
号の 印加 に基 づ いて可逆 的 に抵抗値 が変化す る抵抗変化層 （1 4 ) とを備 え、抵抗 変化層 （1 4 ) は第
1 の導 電層 （1 3 ) の 一部 を酸化 して形成 され る。 1 つの酸化工程 で、抵抗 変化層 （1 4 ) を形成す る
と同時 に、半導体層 （1 7 ) 、第 2 の導 電層 （1 8 ) をそれ ぞれ柱状電極 （1 2 ) か ら電気的 に分離 す
るための絶縁膜 を形成す る。



明 細 書

発明の名称 ：

不揮発性メモリセル、不揮発性メモリセルアレイ、およびその製造方法

技術分野

[0001 ] 本発明は、電気的信号の印加により抵抗値が可逆的に変化する抵抗変化素

子と双方向性の整流特性をもつダイ才一ド素子を備える不揮発性メモ リセル

、当該不揮発性メモ リセルを複数配置 してなる不揮発性メモ リセルア レイ、

および当該不揮発性メモリセルアレイの製造方法に関する。

背景技術

[0002] 近年、電気機器におけるデジタル技術の進展に伴い、音楽、画像、情報等

のデータを保存するために、大容量で、かつ不揮発性のメモリデバイスに対

する要求が高まってきている。こうした要求に応える 1 つの方策として、与

えられた電気的パルスによって抵抗値が変化 し、その状態を保持 しつづける

抵抗変化層をメモリセルに用いた不揮発性メモリデバイス （以下、 R e R A

M とよぶ）が注目されている。これはメモリセルとしての構成が比較的簡単

で高密度化が容易であることや、従来の半導体プロセスとの整合性をとりや

すい等の特徴を有 していることによる。

[0003] このような R e R A M においては、メモリセルを微細化 しても、設計 した

抵抗値の変化を安定かつ再現性よく生じさせることができる材料、およびそ

の作製プロセスの確立が要求される。このような材料と作製プロセスの研究

開発が活発に行われている。

[0004] この R e R A M において、より高密度な集積化が可能な構造として、積層

構造のメモリセルアレイが提案されている。

[0005] 図 1 6 に、特許文献 1 及び 2 に記載された従来の積層構造のメモリセルァ

レイ、 1 つのメモリセルの拡大図、および当該メモリセルの等価回路図を示

す。このメモリセルアレイは、複数の導電層 （N型ポリシリコン） 1 5 1 1

と複数の層間絶縁膜 1 5 2 が交互に積層された積層体と、積層体に対 して



垂直に交わるように形成された円筒状の抵抗変化層 1 5 1 5 と、抵抗変化層

1 5 5 の内周に接 して形成された円筒状の金属層 1 5 1 6 と、円筒状の金

属層 1 5 1 6 の内周に接 して形成された柱状電極 1 5 1 7 と、円筒状の抵抗

変化層 1 5 1 5 とN型ポリシ リコン層 1 5 1 間に介在 してN型ポリシリコ

ン層 1 5 1 と接するP型ポリシリコン層 1 5 1 3 、 P型ポリシリコン層 1

5 3 と接する金属シリサイ ド層 1 5 1 4 で構成される。

[0006] このメモリセルアレイを構成する 1 つのメモリセルにおいて、金属層 1 5

6 、抵抗変化層 1 5 5 、金属シリサイ ド層 1 5 1 4 の積層体が抵抗変化

素子として機能 し、 P型ポ リシ リコン層 1 5 1 3 とN型ポ リシ リコン層 1 5

1 との積層体が P N ダイオー ドとして機能する。

[0007] また、図 1 7 に、特許文献 3 に記載された従来の積層構造のメモリセルァ

レイを示す。このメモリセルアレイは、複数の導電層 1 6 と複数の層間

絶縁膜 1 6 2 が交互に積層された積層体と、積層体に対 して垂直に交わる

ように形成された円筒状の抵抗変化層 1 6 1 3 と、抵抗変化層 1 6 1 3 の内

周に接 して形成された円筒状の第 1半導体層 1 6 1 4 と、第 1半導体層 1 6

4 内周に接 して形成された円筒状の第 2 半導体層 1 6 1 5 と、第 2 半導体

層 1 6 1 5 の内周に接 して形成された柱状電極 1 6 6 で構成される。

先行技術文献

特許文献

[0008] 特許文献1 ：特開 2 0 0 8 _ 1 8 1 9 7 8 号公報

特許文献2 ：特開 2 0 0 9 _ 1 3 5 3 2 8 号公報

特許文献3 ：特開 2 0 0 9 _ 1 3 5 4 8 9 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0009] しか しながら、特許文献 1、 2 の構成では、コンタク トホール中に各種の

材料を埋め込む工程が、金属シリサイ ド層 1 5 1 4 、抵抗変化層 1 5 1 5 、

金属層 1 5 6 、および柱状電極 1 5 7 の計 4 回必要となる。特許文献 3



の構成では、コンタク トホール中に各種の材料を埋め込む工程が、抵抗変化

層 1 6 1 3 、第 1 半導体層 1 6 4 、第 2 半導体層 1 6 5 、および柱状電

極 1 6 1 6 の計 4 回必要となり、プロセスが複雑となる- という課題を有 して

いる。

[001 0] 本発明は、上記課題を解決 し、プロセスが簡素で、安定 したメモリ性能を

有する不揮発性メモリセル、不揮発性メモリセルアレイ、およびその製造方

法を提供することを目的とするものである。

課題を解決するための手段

[001 1] 前記従来の課題を解決するために、本発明の 1 つの態様に係る不揮発性メ

モリセルは、基板主面に対 して垂直に配置された柱状電極 と、前記基板主面

に対 して平行に配置された第 1 の導電層と、前記第 1 の導電層に積層方向に

接 して配置された半導体層と、前記半導体層に積層方向に接 して配置された

第 2 の導電層と、前記柱状電極 と前記第 1 の導電層との間に設けられ、かつ

電気的信号の印加に基づいて可逆的に抵抗値が変化する抵抗変化層と、前記

柱状電極 と前記半導体層との間に設けられ、前記半導体層と同 じ母体元素を

有する酸化物絶縁層と、前記柱状電極 と前記第 2 の導電層との間に設けられ

q 絶縁層と、を備える。

[001 2] ここで、前記半導体層は、前記第 1 の導電層の上に配置され、前記第 2 の

導電層は、前記半導体層の上に配置され、前記抵抗変化層は、前記第 1 の導

電層と同 じ母体元素を有 している、としてもよい。

[001 3] また、前記抵抗変化層は、第 1 の金属酸化物を有する第 1 の抵抗変化層と

、酸素不足度が前記第 1 の金属酸化物の酸素不足度よりも大きい第 2 の金属

酸化物を有する第 2 の抵抗変化層とが前記基板主面に対 して平行な方向に積

層された構造である、としてもよい。

[0014] このような構成において、柱状電極、抵抗変化層、第 1 の導電層は基板の

主面と平行な方向に抵抗変化素子を構成 し、第 1 の導電層、半導体層、第 2

の導電層は基板の主面と垂直な方向に双方向性の整流特性をもつダイオー ド

素子を構成 し、その結果、抵抗変化素子と前記ダイオー ド素子とが直列に接



続された不揮発性メモ リセルが構成される。

[001 5] 本発明の 1 つの態様に係る不揮発性メモ リセルアレイは、基板主面に対 し

垂直に配置された複数の柱状電極 と、前記基板主面に対 して平行に配置され

た第 1 の導電層と、前記第 1 の導電層に積層方向に接 して配置された半導体

層と、前記半導体層に積層方向に接 して配置された第 2 の導電層とからなる

複数積層体と、複数の層間絶縁膜 とが、交互に積層された積層構造と、前記

柱状電極 と前記各第 1 の導電層との間に設けられ、かつ電気的信号の印加に

基づいて可逆的に抵抗値が変化する抵抗変化層と、前記柱状電極 と前記各半

導体層との間に設けられ、前記半導体層と同 じ母体元素を有する酸化物絶縁

層と、前記柱状電極 と前記各第 2 の導電層との間に設けられた絶縁層と、を

備える。

[001 6] 本発明の 1 つの態様に係る不揮発性メモ リセルアレイの製造方法は、基板

上に、層間絶縁膜、第 1 の導電層、半導体層、及び第 2 の導電層を前記基板

の主面に平行に積層 して積層構造を形成 し、さらに前記積層構造と同等の積

層構造を前記基板の主面に平行に 1 つ以上形成する工程 （a ) と、前記積層

構造を積層方向に貫通する帯状溝を形成する工程 （b ) と、前記帯状溝中に

露出する前記積層構造の表層を酸化させることにより、前記第 1 の導電層の

表層に、与えられる電気的信号に基づいて可逆的に抵抗値が変化する抵抗変

化層を形成すると同時に、前記半導体層、前記第 2 の導電層の表層にそれぞ

れ絶縁膜を形成する工程 （c ) と、前記帯状溝にポ リシ リコンを埋め込み、

前記ポ リシ リコンの一部をエッチングにて除去することにより、コンタク ト

ホールを形成する工程 （d ) と、前記コンタク トホールに導電性材料を埋め

込むことにより、前記コンタク 卜ホール中に前記抵抗変化層に接続する柱状

電極を形成する工程 （e ) と、前記帯状溝内の前記ポ リシ リコンの残部を除

去する工程 （f ) と、前記帯状溝内の前記ポ リシ リコンの残部が除去されて

できた空間に露出 した前記第 1 の導電層を酸化することにより絶縁膜を形成

する工程 （9 ) と、を含む。

[001 7 ] 本発明の 1 つの態様に係る不揮発性メモ リセルアレイの製造方法は、基板



上に、層間絶縁膜、第 1 の導電層、半導体層、及び第 2 の導電層を前記基板

の主面に平行に積層 して積層構造を形成 し、さらに前記積層構造と同等の積

層構造を前記基板の主面に平行に 1 つ以上形成する工程 （a ) と、前記複数

の積層構造を積層方向に貫通する複数の帯状溝を形成する工程 （b ) と、前

記複数の帯状溝の側面に露出する前記積層構造の側面表層を酸化させること

により、前記第 1 の導電層の側面表層に、第 2 の抵抗変化層を形成すると同

時に、前記半導体層、前記第 2 の導電層の側面表層にそれぞれ絶縁膜を形成

する工程 （h ) と、前記帯状溝にポ リシ リコンを埋め込み、前記ポ リシ リコ

ンの一部をエッチングにて除去することにより、コンタク 卜ホールを形成す

る工程 （d ) と、前記コンタク トホールの内壁に、与えられる電気的信号に

基づいて可逆的に抵抗値が変化する第 1 の抵抗変化層を形成する工程 （ί )

と、前記コンタク トホールに導電性材料を埋め込むことにより、前記コンタ

ク 卜ホール中に前記第 1 の抵抗変化層に接続する柱状電極を形成する工程 （

j ) と、前記帯状溝内の前記ポ リシ リコンの残部を除去する工程 （f ) と、

前記帯状溝内の前記ポ リシ リコンの残部が除去されてできた空間に露出 し

た前記第 1 の導電層を酸化することにより絶縁膜を形成する工程 （g ) と、

を含む。

発明の効果

[001 8 ] 本発明に係るメモ リセルおよびメモ リセルアレイの構造は、コンタク トホ

ールを形成 した後に、導電層の一部を酸化処理 して抵抗変化層を形成するこ

とにより製造できるため、製造工程を簡素化できる。また、膜厚の均一性が

制御 しやす く、不揮発性メモ リセルアレイの信頼性が向上する。また、直列

接続ダイオー ドにより隣接するメモ リセル間のクロス 卜一クを抑えるように

電気的に分離することができる。

図面の簡単な説明

[001 9] [ 図 1A] 図 1 A は、本発明の実施の形態 1 に係る不揮発性メモ リセルの断面図

である。

[ 図 1B] 図 1 B は、本発明の実施の形態 1 に係る不揮発性メモ リセルの等価回



路図である。

[ 図 1C] 図 1 C は、本発明の実施の形態 1 に係 る不揮発性 メモ リセルの斜視図

である。

[ 図 1D] 図 1 D は、本発明の実施の形態 1 の変形例 に係 る不揮発性 メモ リセル

の斜視図である。

[ 図2A] 図 2 A は、本発明の実施の形態 2 に係 る不揮発性 メモ リセル ア レイの

斜視図である。

[ 図2B] 図 2 B は、本発明の実施の形態 2 に係 る不揮発性 メモ リセル ア レイの

A — A ' 断面図である。

[ 図2C] 図 2 C は、本発明の実施の形態 2 に係 る不揮発性 メモ リセル ア レイの

B — B ' 断面図である。

[ 図3 ] 図 3 は、本発明の実施の形態 2 に係 る不揮発性 メモ リセル ァ レィの等価

回路図である。

[ 図4 ] 図 4 は、本発明の実施の形態 2 に係 る不揮発性 メモ リセル ァ レィの製造

工程 における斜視図である。

[ 図 5 ] 図 5 は、本発明の実施の形態 2 に係 る不揮発性 メモ リセル ア レイの製造

工程 における斜視図である。

[ 図 6 ] 図 6 は、本発明の実施の形態 2 に係 る不揮発性 メモ リセル ア レイの製造

工程 における斜視図である。

[ 図7 ] 図 7 は、本発明の実施の形態 2 に係 る不揮発性 メモ リセル ア レイの製造

工程 における要部の分解斜視図である。

[ 図8 ] 図 8 は、本発明の実施の形態 2 に係 る不揮発性 メモ リセル ア レイに用い

られる材料の酸化の進行速度 を示すグラフである。

[ 図 9 ] 図 9 は、本発明の実施の形態 2 に係 る不揮発性 メモ リセル ア レイの製造

工程 における斜視図である。

[ 図 10 ] 図 1 0 は、本発明の実施の形態 2 に係 る不揮発性 メモ リセル ア レイの

製造工程 における斜視図である。

[ 図 11] 図 1 1 は、本発明の実施の形態 2 に係 る不揮発性 メモ リセル ア レイの



製造工程 における斜視 図である。

[ 図 12 ] 図 1 2 は、本発明の実施 の形態 2 に係 る不揮発性 メモ リセル ア レイの

製造工程 における斜視 図である。

[ 図 13 ] 図 1 3 は、本発明の実施 の形態 2 に係 る不揮発性 メモ リセル ア レイの

製造工程 における斜視 図である。

[ 図 14] 図 1 4 は、本発明の実施 の形態 2 に係 る不揮発性 メモ リセル ア レイの

製造工程 における要部 の分解斜視 図である。

[ 図 15A] 図 1 5 A は、本発明の実施 の形態 2 の変形例 に係 る不揮発性 メモ リセ

ル ア レイの斜視 図である。

[ 図 15B] 図 1 5 B は、本発明の実施 の形態 2 の変形例 に係 る不揮発性 メモ リセ

ル ア レイの A — A ' 断面図である。

[ 図 16] 図 1 6 は、従来例 に係 る不揮発性 メモ リセル ア レイの断面図、 な らび

にメモ リセルの拡大図および等価 回路 図である。

[ 図 17 ] 図 1 7 は、従来例 に係 る不揮発性 メモ リセルの断面図である。

発明を実施するための形態

[0020] 以下、本発明の実施 の形態 について、 図面 を参照 しなが ら説明する。

[0021 ] (実施 の形態 1 )

図 1 A 〜図 1 C に本発明の実施 の形態 1 に係 る不揮発性 メモ リセル 1 0 を

示す。 図 1 A は不揮発性 メモ リセル 1 0 の断面図であ り、 図 1 B は不揮発性

メモ リセル 1 0 の等価 回路 図であ り、 図 1 C は不揮発性 メモ リセル 1 0 の斜

視 図である。

[0022] 図 1 A および図 1 C に示 され るように、不揮発性 メモ リセル 1 0 は、柱状

電極 1 2 、層間絶縁膜 1 6 、抵抗変化層 1 4 、第 1 の導電層 1 3 、半導体層

1 7 、第 2 の導電層 1 8 によ り構成 されている。第 1 の導電層 1 3 の一部 に

、第 1 の抵抗変化層 1 3 a 、第 2 の抵抗変化層 1 3 b 、絶縁層 1 3 c が形成

されている。抵抗変化層 1 4 は、第 1 の抵抗変化層 1 3 a および第 2 の抵抗

変化層 1 3 b で構成 され る。半導体層 1 7 および第 2 の導電層 1 8 の一部 に

、絶縁層 1 7 a 、 1 7 b 、 1 8 a 、 1 8 b が形成 されている。



[0023] 層間絶縁膜 1 6 は、基板の主面 （図示せず）と平行に形成され、層間絶縁

膜 1 6 に積層方向に接 して第 1 の導電層 1 3 が配置され、第 1 の導電層 1 3

に積層方向に接 して半導体層 1 7 が配置され、半導体層 1 7 に積層方向に接

して第 2 の導電層 1 8 が配置される。第 1 の導電層 1 3 、半導体層 1 7 、第

2 の導電層 1 8 は、図 1 A および図 1 C に示される順に積層されてもよく、

また、逆順に積層されてもよい。

[0024] 柱状電極 1 2 、抵抗変化層 1 4 、及び第 1 の導電層 1 3 は基板の主面と平

行な方向に抵抗変化素子 1 5 を構成 し、第 1 の導電層 1 3 、半導体層 1 7

第 2 の導電層 1 8 は基板の主面と垂直な方向に双方向性の整流特性を持つM

S M (M e t a I - S e m i c o n d u c t o r - M e t a I ) 型のダイ才

— ド素子 1 9 を構成 し、図 1 B の等価回路図に示されるような、抵抗変化素

子 1 5 と前記ダイ才一 ド素子 1 9 とが直列に接続された不揮発性メモリセル

0 が構成される。なお図 1 B では、柱状電極 1 2 と第 2 の導電層 1 8 とは

それぞれ配線として描かれている。

[0025] 不揮発性メモリセル 1 0 において、抵抗変化層 1 4 は柱状電極 1 2 と第 1

の導電層 1 3 間に介在 して構成されている。また、抵抗変化層 1 4 は電気的

信号の印加に基づいて、抵抗値が異なる2 以上の状態に変化する特性を有 し

ており、 1 つの状態から別の状態に選択的に変化させることができる。 した

がって、不揮発性メモリセル 1 0 は、柱状電極 1 2 と第 1 の導電層 1 3 間に

駆動電圧または駆動電流を印加することにより、柱状電極 1 2 と第 1 の導電

層 1 3 間の抵抗値を選択的に変化させることができる。

[0026] 典型的には、抵抗変化層 1 4 は、相対的に電気抵抗値が高い高抵抗状態と

、電気抵抗値が低い低抵抗状態との 2 つの状態を有する。このとき、不揮発

性メモリセル 1 0 は、所定の閾値以上の駆動電圧または駆動電流の印加によ

つて、高抵抗状態から低抵抗状態 あるいは、低抵抗状態から高抵抗状態

へと変化する。

[0027] 抵抗変化層 1 4 は酸素不足型の金属酸化物から構成されることができる。

当該金属酸化物の母体金属はタンタル （T a ) 、ハフニウム （H f ) 、チタ



ニゥ厶 （T i ) 、 タングステ ン （W) 、ニ ッケル （Ν ί ) 、鉄 （F e ) 等の

遷移金属が望 ま しい。 ここで、酸素不足型の金属酸化物 とは、化学量論的組

成 を有する金属酸化物 （通常は絶縁体）の組成 より酸素含有量が少ない金属

酸化物 を指 し、通常は半導体的な振 る舞いをするものが多い。前記例示 した

母体金属の酸素不足型酸化物 を抵抗変化層 1 4 に用いることで、 2 値の抵抗

値間の抵抗変化を再現性 よ く、かつ安定 して動作させることができる。

[0028] 抵抗変化層 1 4 の酸素含有量は、抵抗変化層 1 4 と柱状電極 1 2 との界面

か ら第 1 の導電層 1 3 へ向かって低 くなつている。抵抗変化層 1 4 を酸化処

理 によって形成すると、抵抗変化層 1 4 の酸素含有量が柱状電極 1 2 か ら離

れるにつれて連続的に減少するように形成することができる。 これは、酸化

処理工程 において、第 1 の導電層 1 3 の内部 に侵入する酸素の量がコンタク

卜ホールか ら離れるにつれて減少するためである。 このうち、酸素含有量が

相対的に高い層が第 1 の抵抗変化層 1 3 a であ り、酸素含有量が相対的に低

い層が第 2 の抵抗変化層 1 3 b である。

[0029] この場合、酸素含有量は酸化処理 を行 う面か らの距離 に したがって次第に

減少するため、図 1 A に示すように明確 には積層構造 とな らない。 しか しな

が ら、第 1 の抵抗変化層 1 3 a の領域の酸素含有量が第 2 の抵抗変化層 1 3

b よ り大 きいことが重要なので、わか りやす くするため積層構造を用いて図

示 している。

[0030] なお、酸化処理工程 を異なる条件で 2 度行い、第 1 の抵抗変化層 1 3 a の

酸素含有量 と第 2 の抵抗変化層 1 3 b の酸素含有量の差異 を、 より明確 に形

成することもできる。

[0031 ] 第 1 の抵抗変化層 1 3 a は、正の駆動電圧 または駆動電流の印加 （第 1 の

抵抗変化層 1 3 a か ら第 2 の抵抗変化層 1 3 b の方向に電流が流れる）によ

り、第 2 の抵抗変化層 1 3 b か ら酸素イオ ンを受容 し、高抵抗化すると推認

される。 これ とは反対に、負の駆動電圧 または駆動電流の印加により、第 1

の抵抗変化層 1 3 a は、受容 した酸素イオ ンを第 2 の抵抗変化層 1 3 b へ拡

散 し、低抵抗化すると推認される。



[0032] なお、第 1の抵抗変化層 1 3 a の低抵抗化は、第 1の抵抗変化層 1 3 a の

—部の領域のみで発生してもよい。以上の第 2 の抵抗変化層の役割およびそ

の根拠となる実験データは、本願の出願人が出願した発明に係る国際公開第

2 0 0 8 / 1 4 9 4 8 4 号 （特許文献4 ) に詳述されているので、詳しくは

それを参照されたい。

[0033] なお、抵抗変化層 1 4 は、 2 層であることに限定されない。 1層からなる

抵抗変化層 1 4 に抵抗変化現象を発現させるために、抵抗変化層 1 4 に対し

てフ才一ミング工程 （抵抗変化層 1 4 に正または負の、通常動作時に印加す

る電圧より高い電圧を 1回乃至複数回印加し、正の電圧が印加される界面近

傍に酸素含有量が大きい層を電気的に形成する工程）を行ってもよい。

[0034] 第 1の導電層 1 3 は、酸素含有量の少ない酸素不足型の金属酸化物 （例え

ば、比抵抗にして 1 Ο Ί Ω c m以下）あるいは酸素を含有しない金属を用

いてもよい。前者の場合、第 1の導電層 1 3 から抵抗変化層 1 4 を形成しや

すくなる利点がある。後者の場合、第 1の導電層 1 3 の抵抗が低くなり、消

費電力を削減できる利点がある。

[0035] 半導体層 1 7 は例えばS i N yから構成される。S i N yはいわゆる窒化シ

リコンのことであり、 y の値は窒化の程度 （組成比）を示し、S i N yの電気

伝導特性は y の値によって大きく変化する。具体的には、いわゆる化学量論

組成 （y = 1 . 3 3 、つまりS ί 3 Ν 4 ) では絶縁体であるが、これより窒素

の比率を小さくすると （即ち、 y の値を小さくすると）S ί N yは次第に半導

体として振舞うようになる。半導体層 1 7 は、アモルファスS ί や他の半導

体材料を用いてもよい。

[0036] 第 1の導電層 1 3 及び第 2 の導電層 1 8 は、それぞれ半導体層 1 7 と接触

してショットキ一接合を形成する材料であり、第 1の導電層 1 3 、半導体層

7、及び第 2 の導電層 1 8 でM S Μ ダイオードを構成する。

[0037] 第 2 の導電層 1 8 はΤ ί N、 T a N等によって構成されてもよい。

[0038] 例えば、第 1の導電層 1 3 はT a O x、半導体層 1 7 はS i N y、第 2 の導

電層 1 8 はT a Nで構成されたM S Mダイ才一ドは印加電圧に対して双方向



性の整流特性を有し、ブレークダウン電流の大きい電流抑制素子を提供する

とともに、該ダイ才一 ド素子と抵抗変化素子を組み合わせた信頼性の高い不

揮発性記憶素子および不揮発性記憶装置を容易に作成することができる。

[0039] 抵抗変化層 1 4 は、層間絶縁膜 1 6 上に、第 1 の導電層 1 3 、半導体層 1

7 、第 2 の導電層 1 8 を順に積層し、第 1 の導電層 1 3 、半導体層 1 7 、第

2 の導電層 1 8 で構成される積層体と層間絶縁膜 1 6 とを積層方向に貫通す

るコンタク卜ホールを形成した後に、コンタク卜ホール中に露出する第 1 の

導電層 1 3 の一部を酸化処理することで形成される。

[0040] したがって、コンタクトホールに材料を埋め込む工程は、柱状電極 1 2 を

埋め込む工程のみとなり、プロセスを簡素化できる。また、酸化処理により

抵抗変化層 1 4 を形成することで、抵抗変化層 1 4 の膜厚制御がしゃすい利

点を有する。

[0041 ] さらに、第 1 の導電層 1 3 を酸化すると同時に、コンタクトホール中に露

出する半導体層 1 7 のS i N y層の一部も酸化され、表面にS i 0 2で構成さ

れる絶縁層 1 7 a が形成され、半導体層 1 7 と柱状電極 1 2 との間が絶縁さ

れ、また、第 2 の導電層 1 8 のT a NやT i N等もコンタク卜ホール中に露

出する部分が同時に酸化され、 T a O N々T i 0 N等で構成される絶縁層 1

8 a が形成され、第 2 の導電層 1 8 と柱状電極 1 2 との間が絶縁される。

[0042] 柱状電極 1 2 は、導電性に優れる材料 （例えば、比抵抗にして 1 Ο Ί Ω

c m以下）でかつ、柱状電極 1 2 の主たる金属材料の標準電極電位が、抵抗

変化層 1 4 を構成する金属の標準電極電位より高い材料で構成すればよい。

前述の抵抗変化材料に対して柱状電極 1 2 の材料の具体的な例として、白金

( P t ) 、ィリジゥ厶 （I r ) 、パラジウム （P d ) 、銅 （C u ) 、タンダ

ステン （W) (ただし、抵抗変化層がタングステン酸化物の場合を除く）な

どが挙げられる。なお、柱状電極 1 2 は、タングステン （W) などで構成さ

れる導電体の外周面に、上記例示した材料で薄い皮膜を形成した構造であつ

てもよい。

[0043] 柱状電極 1 2 に用いる金属の標準電極電位が、第 1 の導電層 1 3 及び抵抗



変化層 1 4 に用いる金属の標準電極電位より高いことが望ましい理由は、こ

れにより、柱状電極 1 2 が抵抗変化層 1 4 より酸化されにくくなるため、柱

状電極 1 2 との界面近傍における抵抗変化層 1 4 の酸化還元反応が主として

発生 し、第 1 の抵抗変化層 1 3 a の酸素含有量が変化することによって、抵

抗変化現象が安定化するためである。

[0044] 以上のように、本実施の形態 1 の構成によれば、 1 つの酸化工程で、抵抗

変化層 1 4 を形成すると同時に、半導体層 1 7 、第 2 の導電層 1 8 をそれぞ

れ柱状電極 1 2 から電気的に分離するための絶縁膜を形成するため、製造ェ

程を簡素化できる。また、抵抗変化層の膜厚の均一性が制御 しやすく、不揮

発性メモリセルアレイの信頼性が向上する。

[0045] (実施の形態 1 の変形例）

次に、本発明の実施の形態 1 の変形例に係る不揮発性メモリセルについて

説明する。

[0046] 図 1 D は、本発明の実施の形態 1 の変形例に係る不揮発性メモリセル 3 0

の一例を示す構成図である。

[0047] 図 1 D に示されるように、不揮発性メモリセル 3 0 は、図 1 C の不揮発性

メモリセル 1 0 に含まれる抵抗変化素子 1 5 を、第 1 の抵抗変化層 3 と第

の抵抗変化層 3 2 とで構成される抵抗変化層 3 4 を用いた抵抗変化素子 3

5 で置き換えることによって構成されている。

[0048] 不揮発性メモリセル 3 0 において、柱状電極 1 2 、抵抗変化層 3 4 、及び

第 1 の導電層 1 3 は基板の主面と平行な方向に抵抗変化素子 3 5 を構成 し、

第 1 の導電層 1 3 、半導体層 1 7 、第 2 の導電層 1 8 は基板の主面と垂直な

方向に双方向性の整流特性を持つM S M型のダイ才一 ド素子 1 9 を構成する

[0049] 不揮発性メモリセル 3 0 は、抵抗変化層 3 4 が柱状電極 1 2 と第 1 の導電

層 1 3 との間に設けられる点、および、抵抗変化素子 3 5 が基板の主面と平

行な方向に構成され、ダイオー ド素子 1 9 が基板の主面と垂直な方向に形成

されている点で、不揮発性メモリセル 1 0 と共通の特徴を有 している。この



共通の特徴 により、不揮発性 メモ リセル 3 0 および不揮発性 メモ リセル 1 0

は、次の利点を有する。

[0050] 抵抗変化素子 1 5 、 3 5 は、後述するように、抵抗変化層 1 4 、 3 4 中の

フィラメン ト （導電パス）が変化することにより抵抗値が変化する。そのた

め、抵抗変化層 1 4 、 3 4 に印加される電圧 または電流密度が高いほど、抵

抗変化が起 こりやすい。 したがって、抵抗変化素子 1 5 、 3 5 の面積は、小

さいことが望 ま しい。 ここで、面積 とは、電圧印加方向に対 して垂直な面の

面積 ないつ。

[0051 ] 他方で、 ダイオー ド素子 1 9 は、抵抗変化素子 1 5 、 3 5 に大電流 （例え

ば、 1 0 0 0 0 A / c m 2以上）を流すため、電流容量が大 きいことが望 ま し

し、。 ダイオー ドの電流容量の大 きさは、 ダイオー ドの接合面積の大 きさに依

存 して大 きくなるため、 ダイオー ド素子 1 9 の面積は大 きいことが望 ま しい

[0052] したがって、本実施の形態およびその変形例 に係 る不揮発性 メモ リセル 1

0 、 3 0 は、抵抗変化素子 1 5 、 3 5 の電圧印加方向とダイオー ド素子 1 9

の電圧印加方向とが異なることにより、一方で抵抗変化素子 1 5 、 3 5 の面

積 を小さ くし、他方で、 ダイオー ド素子 1 9 の面積 を大 きくすることができ

る。 また、抵抗変化素子 1 5 、 3 5 の面積は、基板主面に対 して水平積層さ

れる第 1 の導電層 1 3 の膜厚で規定されるため、抵抗変化素子 1 5 、 3 5 の

面積 を、例えば最小加工寸法以下にすることもできる。

[0053] 他方、不揮発性 メモ リセル 3 0 は、第 1 の抵抗変化層 3 が柱状電極 1 2

の側面に接 して当該側面を被覆するように形成 される点、および、第 2 の抵

抗変化層 3 2 が第 1 の抵抗変化層 3 1 と第 1 の導電層 1 3 との交差部のみに

形成 されている点で、不揮発性 メモ リセル 1 0 と異なっている。

[0054] 不揮発性 メモ リセル 3 0 は、不揮発性 メモ リセル 1 0 と同様の製造工程 に

従 って、柱状電極 1 2 を埋め込むためのコンタク トホールを形成 した後、当

該 コンタク 卜ホール内に第 1 の抵抗変化層 3 および柱状電極 1 2 をこの順

に埋め込むことで製造できる。



[0055] したがって、コンタク トホールに材料を埋め込む工程が、第 1 の抵抗変化

層 3 および柱状電極 1 2 を埋め込む 2 つの工程となり、第 1 の抵抗変化層

3 を形成する工程と第 2 の抵抗変化層 3 2 を形成する工程とを独立させる

ことができる。その結果、不揮発性メモリセル 3 0 においては、不揮発性メ

モリセル 1 0 と比べて製造プロセスの簡素化、および抵抗変化層 3 4 の膜厚

制御の容易性が若干劣る代わりに、第 1 の抵抗変化層 3 および第 2 の抵抗

変化層 3 の材料選択の自由度が高まるという利点が得 られる。

[0056] そのため、例えば、所望の抵抗変化特性、酸化特性等に応 じて、第 1 の抵

抗変化層 3 および第 2 の抵抗変化層の組み合わせを自由に選択できる。例

えば、高抵抗のチタン酸化物 （例えば、 Τ ί 0 2 ) 、ハフニゥ厶酸化物 （H f

O y ) 、アルミニウム酸化物 （A I O y ) 等から選ばれる少なくとも 1 つの材

料を第 1 の抵抗変化層 3 に用い、第 1 の抵抗変化層 3 よりも抵抗値の低

いタンタル酸化物 （T a O x ) を第 2 の抵抗変化層 3 2 に用いることができる

[0057] 不揮発性メモリセル 3 0 では、例えば、第 1 の抵抗変化層 3 1 と第 2 の抵

抗変化層 3 2 とに、異種の遷移金属酸化物を用いることができる。この場合

、第 1 の抵抗変化層 3 の遷移金属酸化物は、第 2 の抵抗変化層 3 2 の遷移

金属酸化物よりも酸素不足度が小さいものを用いる。酸素不足度とは、それ

ぞれの遷移金属において、そのス トィキオメ トリの酸化物を構成する酸素の

量に対 し、不足 している酸素の割合をいう。

[0058] 例えば、遷移金属がタンタル （T a ) の場合、ス トィキオメ トリな酸化物

の組成はT a 2 0 5であるので、 T a 0 2 . 5 と表現できる。 T a 0 2 . 5の酸素不

足度は0 %である。例えばT a O 5の組成の酸素不足型のタンタル酸化物の

酸素不足度は、酸素不足度= ( 2 . 5 - . 5 ) / 2 . 5 = 4 0 % となる。

また、 T a 2 0 5の酸素含有率は、総原子数に占める酸素の比率 （0 / ( T a

+ 0 ) ) であり、 7 1 . 4 a t m% となる。 したがって、酸素不足型のタン

タル酸化物は、酸素含有率は0 より大きく、 7 1 . 4 a t m% より小さいこ

とになる。



[0059] 母体金属が同 じ遷移金属酸化物では、酸素含有率 （酸素含有量）が多いほ

ど酸素不足度が小さ く、 また酸素含有率 （酸素含有量）が少ないほど酸素不

足度が大 きい。以下の説明では、遷移金属酸化物の酸化の不足の度合いを母

体金属の種類 によらず統一的に比較するための尺度 と して、前述の酸素含有

量に代えて、酸素不足度 を用いる。

[0060] 第 1 の抵抗変化層 3 1 に、第 2 の抵抗変化層 3 の遷移金属酸化物 よりも

酸素不足度が小さい遷移金属酸化物 を用いることにより、抵抗変化時に第 1

の導電層 1 3 及び柱状電極 1 2 間に印加された電圧は、抵抗変化層 3 4 の第

の抵抗変化層 3 1 により多 く分配され、抵抗変化層 3 4 の第 1 の抵抗変化

層 3 中で発生する酸化還元反応をより起 こ しゃす くすることができる。 ま

た、抵抗変化層 3 4 の第 1 の抵抗変化層 3 1 と第 2 の抵抗変化層 3 2 とで互

いに異なる遷移金属を用いる場合、第 1 の抵抗変化層 3 の遷移金属の標準

電極電位は、第 2 の抵抗変化層 3 の遷移金属の標準電極電位 より低い方が

好ま しい。抵抗変化現象は、抵抗が高い第 1 の抵抗変化層 3 の遷移金属酸

化物層中に形成 された微小なフィラメン ト （導電パス）中で酸化還元反応が

起 こってその抵抗値が変化 し、発生すると考 え られるか らである。

[0061 ] 例 えば、第 2 の抵抗変化層 3 の遷移金属酸化物 に、第 1 の導電層 1 3 の

酸化によって形成 された酸素不足型のタンタル酸化物 を用い、第 1 の抵抗変

化層 3 の遷移金属酸化物 にチタン酸化物 （T i 0 2 ) を用いることにより、

安定 した抵抗変化動作が得 られる。チタン （標準電極電位 = _ 1 . 6 3 e V

) はタンタル （標準電極電位 = _ 0 . 6 e V ) よ り標準電極電位が低い材料

である。標準電極電位は、その値が高いほど酸化 しに くい特性 を表す。第 1

の抵抗変化層 3 の遷移金属酸化物 に第 2 の抵抗変化層 3 2 の遷移金属酸化

物 より標準電極電位が低い遷移金属の酸化物 を配置することにより、第 1 の

抵抗変化層 3 の遷移金属酸化物中でより酸化還元反応が発生 しやす くなる

[0062] なお、不揮発性 メモ リセル 3 0 の柱状電極 1 2 は、主たる金属材料の標準

電極電位が、第 1 の抵抗変化層 3 を構成する金属の標準電極電位 より高い



材料で構成することが望ましい。これは、不揮発性メモリセル 1 0 と同様の

考え方に基づく。すなわち、そのような柱状電極 1 2 は、第 1 の抵抗変化層

3 より酸化されにくくなるため、柱状電極 1 2 との界面近傍における第 1

の抵抗変化層 3 の酸化還元反応が主として発生 し、第 1 の抵抗変化層 3

の酸素含有量が変化することによって、抵抗変化現象が安定化するためであ

る。

[0063] (実施の形態 2 )

図 2 A 〜図 2 C、図 3 に本発明の実施の形態 2 に係る不揮発性メモリセル

アレイ 2 0 の一例を示す。図 2 A は不揮発性メモリセルアレイ 2 0 の斜視図

である。図 2 B、図 2 C はそれぞれ不揮発性メモリセルアレイ 2 0 の斜視図

に示されたA —A ' 線、 B —B ' 線における断面図である。図 3 は不揮発性

メモリセルアレイ 2 0 の等価回路図である。以下では、図中に矢印で示 した

X Y Z の方向に従って説明する。

[0064] 図 2 A に示されるように、不揮発性メモリセルアレイ 2 0 は、 Z 方向 （基

板に垂直な方向）に3 つの層間絶縁膜 1 6 と3 つの積層体 2 とを交互に配

置 し、各積層体 2 1 には、それぞれ 2 0 個のメモリセル （X 方向に4 個 X Y

方向に 5 個）を備えており、全体で 6 0 個のメモリセルを3 次元配置 した場

合のメモリセルアレイである。不揮発性メモリセルアレイ 2 0 は、X Y 平面

と平行な主面を持つ基板 （図示せず）上に構成されている。

[0065] ここで、メモリセルの各々は、実施の形態 1 における不揮発性メモリセル

0 に相当し、柱状電極 1 2 、層間絶縁膜 1 6 、第 1 の導電層 1 3 、第 1 の

抵抗変化層 1 3 a 、第 2 の抵抗変化層 1 3 b で構成される抵抗変化層 1 4 、

半導体層 1 7 、及び第 2 の導電層 1 8 で構成される。

[0066] 不揮発性メモリセル 1 0 は、図 2 B の断面に表される。また、図 2 C の断

面には、柱状電極 1 2 は存在せず、第 1 の導電層 1 3 はX 方向の幅全体にわ

たって酸化され、絶縁層 1 3 c になっている。そのため、図 2 C に見られる

断面構造は、 Y 方向に隣接する不揮発性メモリセル 1 0 を分離する素子分離

として機能する。



[0067] 不揮発性 メモ リセルア レイ 2 0 においても、実施の形態 1 と同様 に、 コン

タク 卜ホールを形成 した後 に、第 1 の導電層 1 3 の一部 を酸化処理 して抵抗

変化層 1 4 が形成 されるため、 プロセスを簡素化できる。 また、抵抗変化層

4 は、柱状電極 1 2 と第 1 の導電層 1 3 の交差部 にのみ形成 されるため、

メモ リセル毎 に抵抗変化層 1 4 が分離 したメモ リセルア レイを実現できる。

さらに、酸化処理 により形成 される抵抗変化層 1 4 は、埋め込みにより形成

される抵抗変化層に比べて、 コンタク 卜ホール中の複数の抵抗変化層 1 4 に

わたって膜厚 を均一に制御できる。 したがって、積層構造の不揮発性 メモ リ

セルア レイ 2 0 の信頼性が向上する。

[0068] 図 2 A に示されるように、層間絶縁膜 1 6 と、第 1 の導電層 1 3 、半導体

層 1 7 、第 2 の導電層 1 8 で構成 される積層体 2 は、基板の主面に平行に

交互に積層されている。 ここで、柱状電極 1 2 は、基板の主面に垂直な柱状

で、基板主面に行列状 に分布する位置に （つまり、 X 方向とY 方向とにァ レ

ィ状 に分布 して）配置されてお り、 ビッ ト線 と して機能する。 また、第 2 の

導電層 1 8 が、 ワー ド線 と して機能する。

[0069] また、図 2 A の中央部の Y — Z 面に配置された面状の絶縁層 2 6 により、

行 （X ) 方向に各行 4 つずつ配置されたメモ リセル 1 0 が不揮発性 メモ リセ

ルア レイ 2 0 の中央で 2 つずつに区切 るように形成 されている。すなわち、

図 2 A において、中央の Y — Z 面に配置された絶縁層 2 6 の両側 に位置する

メモ リセル 1 0 の柱状電極 1 2 は、絶縁層 2 6 により、互いに分離 されてい

る。

[0070] 不揮発性 メモ リセルア レイ 2 0 では、 このような構成がX 方向に繰 り返 し

設けられることで、非選択の ビッ ト線、非選択のワー ド線、及び非選択のメ

モ リセルを経由 した回 り込み電流 （s n e a k c u e n t ) を減少さ

せることができる。

[0071 ] 図 3 は、本実施の形態 2 における不揮発性 メモ リセルア レイ 2 0 の等価回

路図である。図 3 において、柱状電極 1 2 ( ビッ ト線 ：B O O、 B 0 1、

、 B 1 1 、 ) と第 2 の導電層 1 8 ( ワー ド線 ：W O 0 、 W O 1、



、W 3 0 、W 3 1、 ) の交点に不揮発性メモリセル 1 0 が配置

されている。すなわち、 1 つのビッ卜線 （例えばB O O ) および 1 つのヮ一

ド線 （例えばW 0 0 ) を選択 し、その交点に位置する不揮発性メモリセル 1

0 に駆動電圧を印加することにより、不揮発性メモリセル 1 0 の抵抗値の状

態を変化させることができる。 したがって、不揮発性メモリセル 1 0 の抵抗

値の状態に対 して情報を割り当てれば、不揮発性メモリセル 1 0 に接続 した

ビッ卜線およびワー ド線に駆動電圧を印加することで、不揮発性メモリセル

1 0 への情報の書込み、または不揮発性メモリセル 1 0 からの情報の読出し

を行うことができる。その結果、ランダムアクセス性を有する不揮発性メモ

リセルアレイ 2 0 の実現が可能となる。

[0072] また、上述 したように、 ビット線 B 0 0 ~ B 0 4 及びワー ド線W O 0 ~ W

2 で構成されるメモリセルアレイと、 ビッ卜線 B 0 B 4 及びヮ一 ド

線W 2 0 W 3 2 で構成されるメモリセルアレイとは、配線 レベルで完全に

分離されており、回り込み電流を軽減できる。

[0073] 以下、図4 から図 1 4 を用いて、実施の形態 2 における不揮発性メモリセ

ルァレィの製造方法を説明する。

[0074] 最初に、図4 に示す工程において、基板上 （図示せず）に、層間絶縁膜 1

6 と、第 1 の導電層 1 3 、半導体層 1 7 、第 2 の導電層 1 8 で構成される積

層体 2 とを交互に、基板の主面に平行に複数積層する。図4 に示す積層構

造は3 層の積層体 2 を有するが当該積層構造における積層体 2 の数は特

にこの数に限定されない。

[0075] 図 4 に示す工程では、例えば、スパッタリング法によりタンタル （T a )

または酸素不足型のタンタル酸化物 T a O x (比抵抗は 1 Ο Ί Ω c m以下）

を第 1 の導電層 1 3 として堆積 し、スパッタリング法により窒化シリコンS

i N y を半導体層 1 7 として堆積する。また、スパッタリング法により窒化タ

ンタル （T a N ) を第 2 の導電層 1 8 として堆積する。それぞれのスパッタ

リング法では、酸素や窒素をスパッタリング時に導入する反応性スパッタリ

ング法を用いてもよい。



[0076] また、最上層の第 2 の導電層 1 8 上に、さらに層間絶縁膜 1 6 を形成 して

もよい。

[0077] 次 に、図 5 に示す工程において、積層構造の主面に対 して垂直な Y — 二方

向に帯状溝 2 7 を形成する。

[0078] 図 5 に示す工程では、 まず、通常の露光プロセス及び現像 プロセスによつ

て、所定のパターン形状のマスクパターンを形成する。次に、 これをマスク

として、積層構造に対 してエッチングを行い、帯状溝 2 7 を形成する。その

後、マスクパターンを除去する。以上の工程により、帯状溝 2 7 内に層間絶

縁膜 1 6 、第 1 の導電層 1 3 、半導体層 1 7 と第 2 の導電層 1 8 の側面が露

出する。

[0079] 次 に、図 6 に示す工程において、帯状溝 2 7 内に露出 した表面か ら、層間

絶縁膜 1 6 、第 1 の導電層 1 3 、半導体層 1 7 と第 2 の導電層 1 8 の側面を

酸化処理する。 このとき、第 1 の導電層 1 3 の側面が酸化されることにより

抵抗変化層 1 4 が形成される。

[0080] 図 6 に示す工程では、例えば、酸素雰囲気中で印加パワー 1 1 O OW、処

理時間 3 0 秒間でプラズマ酸化処理を施す。帯状溝 2 7 内に露出 した第 1 の

導電層 1 3 の表面か ら第 1 の導電層 1 3 の内部に向かって活性酸素、酸素ィ

オンあるいは酸素原子が拡散する。 これ らの酸素種により、第 1 の導電層 1

3 には、帯状溝 2 7 内に露出 した表面か ら内部に向かって一定の厚さの領域

に所定の酸素不足度のプロファイルを有する酸化物が形成される。 この酸素

不足度のプロファイルは、表面付近では高 く、内部に向かうにつれて連続 し

て低 くなつている。

[0081 ] このプラズマ酸化処理においては、帯状溝 2 7 内に露出 した表面か ら 1 0

n m程度の深さに亘 つて抵抗変化層 1 4 が形成される。そのうち表面か ら2

~ 3 n m程度の領域には、酸素不足度のより小さい第 1 の抵抗変化層 1 3 a

が形成され、第 1 の抵抗変化層 1 3 a か ら7 ~ 8 n m程度 までの領域には、

酸素不足度のより大きい第 2 の抵抗変化層 1 3 b が形成される。

[0082] 上述 した抵抗変化層 1 4 を形成する工程においては、酸素雰囲気中でブラ



ズマ酸化処理を行っているが、本発明はこれに限定されるわけではない。例

えば、酸素を含む雰囲気下における加熱処理 （以下、熱酸化処理という）で

あってもよい。以下、このような熱酸化処理、プラズマ酸化処理を酸化処理

と総称する。本製造方法においては、第 1 の導電層 1 3 の一部を酸化処理す

ることで抵抗変化層 1 4 を形成するため、従来の導電層の埋め込み工程に比

して、プロセスを簡素化することができる。加えて、酸化処理は埋め込みェ

程に比 して膜厚制御が容易であり、帯状溝 2 7 中に露出する複数の抵抗変化

層 1 4 にわたつて膜厚が均一に形成される。

[0083] また、酸化処理工程は、 1 回に限定されない。酸化処理工程を2 回に分け

て行い、第 1 の抵抗変化層 1 3 a の酸素不足度と第 2 の抵抗変化層 1 3 b の

酸素不足度の差異を、より明確に形成することもできる。例えば、弱い酸化

処理工程によって第 1 の導電層 1 3 の一部を広範囲にわたって弱く酸化 した

後で、強い酸化処理工程によって第 1 の導電層 1 3 の帯状溝 2 7 に露出する

表面のみを強 く酸化する。これにより、抵抗値の高い第 1 の抵抗変化層 1 3

a と、抵抗値の低い第 2 の抵抗変化層 1 3 b の積層構造がより明確に形成さ

れる。なお、酸化処理工程は、 2 回以上の複数回実施 して、抵抗変化層 1 4

の酸素不足度をより精度良く制御 してもよい。

[0084] 第 1 の導電層 1 3 を酸化処理すると同時に、半導体層 1 7 、第 2 の導電層

8 の側壁も酸化され、帯状溝 2 7 内に露出する表面に絶縁層 1 7 a 、 1 7

b 、 1 8 a 、 1 8 b が形成される。

[0085] 図 7 は、上述 した条件によるプラズマ酸化処理後の、第 1 の導電層 1 3 、

半導体層 1 7 、第 2 の導電層 1 8 の形状の一例示す分解斜視図である。

[0086] この例では、第 1 の導電層 1 3 であるT a O x は、表面から 1 0 n m程度が

酸化される。第 1 の導電層 1 3 の酸化された部分は、第 1 の抵抗変化層 1 3

a 、第 2 の抵抗変化層 1 3 b になる。

[0087] 半導体層 1 7 であるS i N yは、表面から2 ~ 3 n m程度が酸化されて、絶

縁体である窒素を含んだS i 0 2になる。半導体層 1 7 の酸化された部分は、

絶縁層 1 7 a 、 1 7 b になる。



[0088] 第 2 の導電層 1 8 である T a N は、表面か ら5 n m程度が酸化されて、絶

縁体であるT a 0 N になる。第 2 の導電層 1 8 の酸化された部分は、絶縁層

1 8 a 、 1 8 b になる。

[0089] このように、第 1 の導電層 1 3 、半導体層 1 7 、第 2 の導電層 1 8 は、材

料の違いのために、同一の酸化処理が施されても異なる大きさの部分が酸化

される。

[0090] 図 8 は、 T a O、 T a 、 T a N の各材料における酸化の進行速度を示すグ

ラフであ り、各材料に対 して 4 0 0 °C の酸素雰囲気中で酸化処理を行 った時

間と、酸化処理の結果 として各材料の表層に形成された酸化膜の厚さ （酸化

の進行速度）を示 している。 このグラフは、酸化処理の好適条件を見出すた

めに予備的に行われた実験の結果に基づ く。

[0091 ] グラフか ら分かるように、第 1 の導電層 1 3 の材料であるT a O x は、第 2

の導電層 1 8 の材料であるT a N に比べて、倍以上の速度で酸化が進行する

。 これは、図 7 に見 られる形状の一例 と整合 している。

[0092] 第 1 の導電層 1 3 と第 2 の導電層 1 8 との酸化の進行速度の違いは、後述

する素子分離を設けるための酸化工程の際にも重要な意義を持つ。

[0093] 次 に、図 9 に示す工程において、先に形成 した帯状溝 2 7 の中にポ リシ リ

コン 2 8 をC V D により堆積する。その後、 C M P プロセスや他の平坦化プ

ロセ ス等により、帯状溝 2 7 に形成されたポ リシ リコ ン 2 8 を残 して、不要

なポ リシ リコンを研磨除去する。

[0094] 次 に、図 1 0 に示す工程において、基板の主面に対 して垂直な方向に、か

つ基板の主面にアレイ状に、ポ リシ リコン 2 8 の一部を除去 してコンタク 卜

ホール 2 9 を形成する。

[0095] 図 1 0 に示す工程では、 まず、通常のフ ォ トリソグラフィ一 プロセスによ

つて、所定のパターン形状のフォ トレジス トマスクパターンを形成する。次

に、 これをマスクとして、積層構造に対 してエッチングを行い、 コンタク ト

ホール 2 9 を形成する。その後、マスクパターンを除去する。 また、ハー ド

マスクを用いてもよい。以上の工程により、 コンタク トホール 2 9 の内側面



に層間絶縁膜 1 6 、第 1 の導電層 1 3 、半導体層 1 7 、第 2 の導電層 1 8 が

露出するようなコンタク 卜ホール 2 9 を形成する。

[0096] 次に、図 1 1 に示す工程において、スパッタリング、C V D、メツキ等に

よりコンタク トホール 2 9 中に柱状電極 1 2 を堆積する。柱状電極 1 2 の材

料としては、例えば、白金 （P t ) 、イリジウム （I r ) 、パラジウム （P

d ) 、銅 （C u ) 、タングステン （W) 等の導電性材料が用いられる。その

後、C M P ( C h e m i c a l M e c h a n i c a l P o l i s h i n

g ) プロセスや他の平坦化プロセス等により、コンタク トホール 2 9 の内部

に形成された柱状電極 1 2 を残 して、不要な電極材料を研磨除去する。なお

、この柱状電極 1 2 は、第 1 の抵抗変化層 1 3 a と直接接 しており、また半

導体層 1 7 とは絶縁層 1 7 a 介 して接 し、第 2 の導電層 1 8 とは絶縁層 1 8

a を介 して接 している。

[0097] 次に、図 1 2 に示す工程において、帯状溝 2 7 内の柱状電極 1 2 以外の領

域のポリシリコン2 8 をH F ：H N O 3溶液を用いてゥエツ卜エツチングによ

り除去する。

[0098] 次に、図 1 3 に示す工程において、帯状溝 2 7 内のポリシリコン2 8 が除

去されてできた空間 （簡便のため、この空間のことも帯状溝 2 7 と称する）

に露出した、層間絶縁膜 1 6 、第 1 の導電層 1 3 、半導体層 1 7 と第 2 の導

電層 1 8 を酸化処理する。

[0099] 図 1 4 は、この酸化処理後の、第 1 の導電層 1 3 、半導体層 1 7 、第 2 の

導電層 1 8 の形状の一例示す分解斜視図である。

[01 00] 図 1 4 に示すように、第 1 の導電層 1 3 、半導体層 1 7 、第 2 の導電層 1

8 の柱状電極 1 2 と接 している領域は、柱状電極 1 2 によって保護されるた

め、酸化は進行 しない。そのため、柱状電極 1 2 に隣接 している抵抗変化層

4 、絶縁層 1 7 a 、 8 a は、図 7 に示 した形状で維持される。

[01 0 1 ] 第 1 の導電層 1 3 の帯状溝 2 7 内に露出している領域は、第 1 の導電層 1

3 のX 方向の幅の約半分までが完全に酸化 （T a 2 0 5 ) されて、絶縁層 1 3

c になる。特に、第 1 の導電層 1 3 の幅の両側が帯状溝 2 7 内に露出してい



る区間では、両側か ら酸化が進行するため、 区間の全体が絶縁層 1 3 c にな

る。 この区間は、隣接する抵抗変化層 1 4 を分離する素子分離 になる。

[01 02] 同時 に、半導体層 1 7 の帯状溝 2 7 内に露出 している領域 は、表面 に S i

0 2保護膜である絶縁層 1 7 a 、 7 b があるため、酸化が内部 まで進行 しな

し、。 また、第 2 の導電層 1 8 の帯状溝 2 7 内に露出 している領域 は、 T a O

N の膜厚が厚 くなるが、図 8 の グラフに示 されるように、第 1 の導電層 1 3

である T a 0 と比べて酸化速度が遅いため、 内部 に第 2 の導電層 1 8 である

T a N の領域が残 り、 ワー ド線 と して機能で きる。

[01 03] このような酸化処理 を行 った後、帯状溝 2 7 内のポ リシ リコン 2 8 が除去

されてで きた空間に、絶縁層 2 6 と しての S i 0 2 を埋め込む ことによ り、図

2 A に示 した不揮発性 メモ リセル ア レイ 2 0 が完成する。

[01 04] なお、上記説明において、充填材料 と してポ リシ リコン 2 8 を用いる例 に

ついて説明 したが、 それ以外の材料であ ってもよい。すなわち、充填材料は

、少な くとも、帯状溝 に一時的に埋め込 まれ、後工程で層間絶縁膜 1 6 と、

第 1 の導電層 1 3 、半導体層 1 7 および第 2 の導電層 1 8 で構成 される積層

体 2 とを残 したままゥエツ 卜エ ッチ ング等 によって選択的に除去可能な材

料であればよい。

[01 05] (実施 の形態 2 の変形例）

次 に、本発明の実施の形態 2 の変形例 に係 る不揮発性 メモ リセル ア レイに

ついて説明する。

[01 06] 図 1 5 A は、本発明の実施の形態 2 の変形例 に係 る不揮発性 メモ リセル ァ

レイ 4 0 の一例 を示す斜視図である。図 1 5 B は、不揮発性 メモ リセル ァ レ

ィ 4 0 の斜視図に示 された A —A ' 線 における断面図である。なお、不揮発

性 メモ リセル ア レイ 4 0 の B — B ' 線 における断面図は、図 2 C に示 した不

揮発性 メモ リセル ア レイ 2 0 の B — B ' 線 における断面図 と同一であるため

、図示 を省略する。

[01 07] 図 1 5 A 、 図 1 5 B に示 されるように、不揮発性 メモ リセル ア レイ 4 0 は

、図 2 A 、 図 2 B の不揮発性 メモ リセル ア レイ 2 0 に含 まれる不揮発性 メモ



リセル 1 0 を、実施の形態 1 の変形例 に係 る不揮発性 メモ リセル 3 0 で置 き

換 えることによって構成 されている。

[01 08] 不揮発性 メモ リセル ア レイ 4 0 は、不揮発性 メモ リセル ア レイ 2 0 と比べ

て、第 1 の抵抗変化層 3 が、柱状電極 1 2 の側面 に接 して、 当該側面 を被

覆するように形成 されている点が異なる。図 1 5 A 、 図 1 5 B に見 られるよ

うに、不揮発性 メモ リセル ア レイ 4 0 において、第 1 の抵抗変化層 3 1 は、

柱状電極 1 2 と第 2 の抵抗変化層 3 2 との交差部のみな らず、柱状電極 1 2

と半導体層 1 7 の交差部、柱状電極 1 2 と第 2 の導電層 1 8 との交差部、 お

よび、柱状電極 1 2 と層間絶縁膜 1 6 との交差部 に連続的に設 け られる。

[01 09] このような形状 は、実施の形態 1 の変形例で説明 したように、 コンタク ト

ホール内に第 1 の抵抗変化層 3 および柱状電極 1 2 をこの順 に埋め込む こ

とで形成 される。

[01 10] 具体的には、図 1 0 に示す工程 においてコンタク トホール 2 9 を形成 した

後、図 1 1 に示す工程 において柱状電極 1 2 を形成する前 に、 スパ ッタ リン

グ、 C V D 、 メツキ等 によ りコンタク トホール 2 9 の内壁 に第 1 の抵抗変化

層 3 の材料 を薄膜状 に堆積する。第 1 の抵抗変化層 3 の材料 と しては、

例 えば、 タンタル （T a ) 、ハ フニウム （H f ) 、 チタニウム （Τ ί ) 、 タ

ングステ ン （W) 、ニ ッケル （Ν ί ) 、鉄 （F e ) 等 を母体金属 とする遷移

金属酸化物 を用いることがで き、特 に、第 2 の抵抗変化層 3 2 とは母体金属

が異なる遷移金属酸化物 を用いることがで きる。

[01 11] 不揮発性 メモ リセル ア レイ 4 0 の製造方法では、 コンタク トホール に材料

を埋め込む工程が、第 1 の抵抗変化層 3 および柱状電極 1 2 を埋め込む 2

つの工程 とな り、第 1 の抵抗変化層 3 を形成する工程 と第 2 の抵抗変化層

3 2 を形成する工程 とを独立 させることがで きる。 その結果、不揮発性 メモ

リセル ア レイ 4 0 においては、不揮発性 メモ リセル ア レイ 2 0 と比べて製造

プロセスの簡素化、 および抵抗変化層 3 4 の膜厚制御の容易性が若干劣 る代

わ りに、第 1 の抵抗変化層 3 の材料選択の自由度が高 まるという利点が得

られる。



[ 0 1 12 ] なお、本発明の製造方法は、本実施の形態 2 で例示 した不揮発性 メモ リセ

ル ア レイに限 らず適用可能である。すなわち、抵抗変化型素子を備 える電子

デバイス全般 について、上記製造方法 によって、 または上記製造方法 と公知

の方法 とを組み合わせることによって、製造することがで きる。

産業上の利用可能性

[ 0 1 13 ] 本発明にかかる不揮発性 メモ リセル ア レイは、低電力、高速書 き込み、高

速消去、大容量化 を指向 した次世代の不揮発性 メモ リ等 と して有用である。

符号の説明

0 、 3 0 不揮発性 メ モ リセル

柱状電極

3 第 1 の導電層

3 a 、 3 1 第 1 の抵抗変化層

3 b 、 3 2 第 2 の抵抗変化層

3 c 絶縁層

4 、 3 抵抗変化層

5 、 3 5 抵抗変化素子

6 層間絶縁膜

7 半導体層

7 a 、 7 b 絶縁層

8 第 2 の導電層

8 a 、 8 b 絶縁層

9 ダイ才ー ド素子

2 0 、 4 0 不揮発性 メ モ リセル ア レイ

層体

2 6 絶縁層

2 7 帯状溝

2 8 ポ リシ リコ ン

2 9 コンタク 卜ホール



1 5 1 1 N 型ポ リシ リコン層

1 5 1 2 層間絶縁膜

1 5 1 3 P 型ポ リシ リコン層

1 5 1 4 金属 シ リサイ ド層

1 5 1 5 抵抗変化層

1 5 1 6 金属層

1 5 1 7 柱状電極

1 6 1 1 導電層

1 6 1 2 層間絶縁膜

1 6 1 3 抵抗変化層

1 6 1 4 第 1 半導体層

1 6 1 5 第 2 半導体層

1 6 1 6 柱状電極



請求の範囲

基板主面 に対 して垂直に配置 された柱状電極 と、

前記基板主面 に対 して平行 に配置 された第 1 の導電層 と、

前記第 1 の導電層 に積層方向に接 して配置 された半導体層 と、

前記半導体層 に積層方向に接 して配置 された第 2 の導電層 と、

前記柱状電極 と前記第 1 の導電層 との間に設 け られ、かつ電気的信

号の印加 に基づいて可逆的に抵抗値が変化する抵抗変化層 と、

前記柱状電極 と前記半導体層 との間に設 け られ、前記半導体層 と同

じ母体元素 を有する酸化物絶縁層 と、

前記柱状電極 と前記第 2 の導電層 との間に設 け られた絶縁層 と、 を

備 える、

不揮発性 メモ リセル。

前記半導体層は、前記第 1 の導電層の上 に配置 され、

前記第 2 の導電層は、前記半導体層の上 に配置 され、

前記抵抗変化層は、前記第 1 の導電層 と同 じ母体元素 を有 している

請求項 1 に記載の不揮発性 メモ リセル。

前記抵抗変化層は、前記柱状電極 と前記第 1 の導電層 との交差部 に

のみ形成 されている、

請求項 2 に記載の不揮発性 メモ リセル。

前記抵抗変化層は、前記抵抗変化層 と前記柱状電極 との界面か ら前

記第 1 の導電層へ向か って、前記抵抗変化層の酸素不足度が大 きくな

る、

請求項 2 に記載の不揮発性 メモ リセル。

前記第 2 の導電層は、前記抵抗変化層 と同 じ母体金属で構成 される

請求項 1 に記載の不揮発性 メモ リセル。

[ 請求項 6 ] 前記抵抗変化層は、第 1 の金属酸化物 を有する第 1 の抵抗変化層 と



、酸素不足度が前記第 1 の金属酸化物の酸素不足度 よ りも大 きい第 2

の金属酸化物 を有する第 2 の抵抗変化層 とが前記基板主面 に対 して平

行な方向に積層 された構造である、

請求項 1 に記載の不揮発性 メモ リセル。

[ 請求項 7 ] 前記第 1 の抵抗変化層は、前記柱状電極 の側面 に接 して、 当該側面

を被覆するように形成 され、

前記第 2 の抵抗変化層は、前記第 1 の抵抗変化層 と前記第 1 の導電

層 との交差部のみに形成 されている、

請求項 6 に記載の不揮発性 メモ リセル。

[ 請求項 8 ] 基板主面 に対 し垂直に配置 された複数の柱状電極 と、

前記基板主面 に対 して平行 に配置 された第 1 の導電層 と、前記第 1

の導電層 に積層方向に接 して配置 された半導体層 と、前記半導体層 に

積層方向に接 して配置 された第 2 の導電層 とか らなる複数の積層体 と

、複数の層間絶縁膜 とが、交互 に積層 された積層構造 と、

前記柱状電極 と前記各第 1 の導電層 との間に設 け られ、かつ電気的

信号の印加 に基づいて可逆的に抵抗値が変化する抵抗変化層 と、

前記柱状電極 と前記各半導体層 との間に設 け られ、前記半導体層 と

同 じ母体元素 を有する酸化物絶縁層 と、

前記柱状電極 と前記各第 2 の導電層 との間に設 け られた絶縁層 と、

を備 える、

不揮発性 メ モ リセル ア レイ。

[ 請求項 9 ] 前記半導体層は、前記第 1 の導電層の上 に配置 され、

前記第 2 の導電層は、前記半導体層の上 に配置 され、

前記抵抗変化層は、前記第 1 の導電層 と同 じ母体元素 を有 している

請求項 8 に記載の不揮発性 メモ リセル ア レイ。

[ 請求項 10 ] 前記抵抗変化層は、前記柱状電極 と前記第 1 の導電層 との交差部 に

のみ形成 されている、



請求項 9 に記載の不揮発性 メモ リセル ア レイ。

[ 請求項 11] 前記抵抗変化層は、前記抵抗変化層 と前記柱状電極 との界面か ら前

記第 1 の導電層へ向か って、前記抵抗変化層の酸素不足度が大 きくな

る、

請求項 9 に記載の不揮発性 メ モ リセル ア レイ。

[ 請求項 12 ] 前記第 2 の導電層は、前記抵抗変化層 と同 じ母体金属で構成 される

請求項 8 に記載の不揮発性 メモ リセル ア レイ。

[ 請求項 13 ] 前記抵抗変化層は、第 1 の金属酸化物 を有する第 1 の抵抗変化層 と

、酸素不足度が前記第 1 の金属酸化物の酸素不足度 よ りも大 きい第 2

の金属酸化物 を有する第 2 の抵抗変化層 とが前記基板主面 に対 して平

行な方向に積層 された構造である、

請求項 8 に記載の不揮発性 メ モ リセル ア レイ。

[ 請求項 14] 前記第 1 の抵抗変化層は、前記柱状電極 の側面 に接 して、 当該側面

を被覆するように形成 され、

前記第 2 の抵抗変化層は、前記第 1 の抵抗変化層 と前記第 1 の導電

層 との交差部のみに形成 されている、

請求項 1 3 に記載の不揮発性 メ モ リセル ア レイ。

[ 請求項 15 ] 前記複数の柱状電極 は、前記基板主面内に行列状 に分布する位置 に

配置 される、

請求項 8 に記載の不揮発性 メ モ リセル ア レイ。

[ 請求項 16 ] 前記抵抗変化層は、酸素不足型金属酸化物で構成 される、

請求項 8 に記載の不揮発性 メ モ リセル ア レイ。

[ 請求項 17 ] 前記第 1 の導電層および前記抵抗変化層の母体金属元素はタンタル

である、

請求項 8 に記載の不揮発性 メモ リセル ア レイ。

[ 請求項 18 ] 基板上 に、層間絶縁膜、第 1 の導電層、半導体層、及び第 2 の導電

層 を前記基板の主面 に平行 に積層 して積層構造 を形成 し、 さ らに前記



積層構造 と同等の積層構造 を前記基板の主面 に平行 に 1 つ以上形成す

る工程 （a ) と、

前記複数の積層構造 を積層方向に貫通する複数の帯状溝 を形成する

工程 （b ) と、

前記複数の帯状溝の側面 に露出する前記積層構造の側面表層 を酸化

させることによ り、前記第 1 の導電層の側面表層 に、与え られる電気

的信号 に基づいて可逆的に抵抗値が変化する抵抗変化層 を形成すると

同時に、前記半導体層、前記第 2 の導電層の側面表層 にそれぞれ絶縁

膜 を形成する工程 （c ) と、

前記帯状溝 に充填材料 を埋め込み、前記充填材料の一部 をエ ツチ ン

グにて除去することによ り、 コンタク トホール を形成する工程 （d )

と、

前記 コンタク 卜ホール に導電性材料 を埋め込む ことによ り、前記 コ

ンタク 卜ホール中に前記抵抗変化層 に接続する柱状電極 を形成するェ

程 （e ) と、

前記帯状溝 内の前記充填材料の残部 を除去する工程 （f ) と、

前記帯状溝 内の前記充填材料の残部が除去 されてで きた空間に露出

した前記第 1 の導電層 を酸化することによ り絶縁膜 を形成する工程 （

g ) と、 を含む、

不揮発性 メモ リセル ア レイの製造方法。

[ 請求項 19] 前記工程 （c ) において、酸化処理 を 2 回行い、酸素含有量が大 き

い第 1 の抵抗変化層 と、酸素含有量が小さい第 2 の抵抗変化層 をそれ

ぞれ形成する、

請求項 1 8 に記載の不揮発性 メモ リセル ア レイの製造方法。

[ 請求項20] 基板上 に、層間絶縁膜、第 1 の導電層、半導体層、及び第 2 の導電

層 を前記基板の主面 に平行 に積層 して積層構造 を形成 し、 さ らに前記

積層構造 と同等の積層構造 を前記基板の主面 に平行 に 1 つ以上形成す

る工程 （a ) と、



前記複数の積層構造 を積層方向に貫通する複数の帯状溝 を形成する

工程 （b ) と、

前記複数の帯状溝の側面 に露出する前記積層構造の側面表層 を酸化

させることによ り、前記第 1 の導電層の側面表層 に、第 2 の抵抗変化

層 を形成すると同時に、前記半導体層、前記第 2 の導電層の側面表層

にそれぞれ絶縁膜 を形成する工程 （h ) と、

前記帯状溝 に充填材料 を埋め込み、前記充填材料の一部 をエ ツチ ン

グにて除去することによ り、 コンタク トホール を形成する工程 （d )

と、

前記 コンタク 卜ホールの内壁 に、与え られる電気的信号 に基づいて

可逆的に抵抗値が変化する第 1 の抵抗変化層 を形成する工程 （ί ) と

前記 コンタク 卜ホール に導電性材料 を埋め込む ことによ り、前記 コ

ンタク 卜ホール中に前記第 1 の抵抗変化層 に接続する柱状電極 を形成

する工程 （j ) と、

前記帯状溝 内の前記充填材料の残部 を除去する工程 （f ) と、

前記帯状溝 内の前記充填材料の残部が除去 されてで きた空間に露出

した前記第 1 の導電層 を酸化することによ り絶縁膜 を形成する工程 （

g ) と、 を含む、

不揮発性 メモ リセル ア レイの製造方法。









































INTERNATIONAL SEARCH REPORT International application No.

A . CLASSIFICATION OF SUBJECT MATTER
H01 L 2 7/1 0 5 ( 2 6 1 ) G1 1 C1 3/0 0 ( 2 6 1 ) i , H01 L 4 5/0 0 ( 2 0 0 6 . 0 1 ) i , H01 L 4 9/0 0
( 2 0 0 6 . 0 1 ) i

According to International Patent Classification (IPC) or to both national classification and IPC

B . FIELDS SEARCHED
Minimum documentation searched (classification system followed by classification symbols)
H0 1 L 2 7 / 1 0 5 , G1 1 C1 3 / 0 0 , H0 1 L 4 5 / 0 0 , H0 1 L 4 9 / 0 0

Documentation searched other than minimum documentation to the extent that such documents are included in the fields searched
Jitsuyo Shinan Koho 1922-1 996 Jitsuyo Shinan Toroku Koho 1996-2011
Kokai Jitsuyo Shinan Koho 1 971-2011 Toroku Jitsuyo Shinan Koho 1994-2011

Electronic data base consulted during the international search (name of data base and, where practicable, search terms used)

C. DOCUMENTS CONSIDERED TO BE RELEVANT

Category* Citation of document, with indication, where appropriate, of the relevant passages Relevant to claim No.

A J P 2 0 0 8 - 1 8 1 9 7 8 A ( T o shiba Corp . ) , 2 0
0 7 Augu s t 2 0 0 8 ( 0 7 . 0 8 . 2 0 0 8 ) ,
fig . 2
& US 2 0 0 8 / 0 1 7 5 0 3 2 A l

A J P 2 0 1 0 - 7 4 1 6 9 A (Samsung E l ectroni c s Co . , -2 0
Ltd . ) ,
0 2 Apri l 2 0 1 0 ( 0 2 . 0 4 . 2 0 1 0 ) ,
fig . 1
& US 2 0 1 0 / 0 0 7 2 4 5 2 A l & KR 1 0 - 2 0 1 0 - 0 0 3 3 3 0 3
& CN 1 0 1 6 7 7 1 0 8 A

Further documents are listed in the continuation of Box C . See patent family annex.

Special categories of cited documents: " later document published after the international filing date or priority
document defining the general state of the art which i s not considered date and not in conflict with the application but cited to understand
to be of particular relevance the principle or theory underlying tiie invention

"E" earlier application or patent but published on or after the international "X" document of particular relevance; the claimed invention cannot be
filing date considered novel or cannot b e considered to involve an inventive
document which may throw doubts on priority claim(s) or which i s step when the document i s taken alone
cited to establish the publication date of another citation or other "Y" document of particular relevance; the claimed invention cannot be
special reason (as specified) considered t o involve an inventive step when the document i s

"0 ， document referring to an oral disclosure, use, exhibition or other means combined with one or more other such documents, such combination
"p" document published prior t o the international filing date but later than being obvious to a person skilled in the art

the priority date claimed "&" document member of the same patent family

Date of the actual completion of the international search Date of mailing of the international search report
1 6 Augu s t , 2 0 1 1 ( 1 6 . 0 8 . 1 1 ) 3 0 Augu s t , 2 0 1 1 ( 3 0 . 0 8 . 1 1 )

Name and mailing address of the ISA/ Authorized officer
Japane s e Patent Of f i c e

Facsimile No. Telephone No.
Form PCT/ISA/210 (second sheet) (July 2009)



国際調 査報告 国際 出願 番 号 P C T J P 2 0 1 1 / 0 0 3 6 9 7

発 明の属す る分 野の分類 （国際特許分類 （I P C ) )

Int .Cl . H01L27/105 (2006. 01) i , G1 1C13/00 (2006. 01) i ， H01L45/00 (2006. 01) i , H01L49/00 (2006. 01) i

B . 調査 を行 った分 野
調 査 を行 った最小 限資料 （国際特許分類 （I P C ) )

Int .Cl . H01L27/105, G11C13/00, H01L45/00, H01L49/00

最小 限資料 以外 の資料 で調 査 を行 った分 野 に含 まれ るもの

日本 国実用新案公 報
日本 国公 開実用新案公 報
日本 国実用新案登録公 報
日本 国登録 実用新案公 報 221

ooo9
国際調 査 で使 用 した電子デ 、 -ス （デぃ -ス の 9名111 称 、調 査 に使 用 した用語 )

6111
年年年年

関連す る と認 め られ る文献
引用文献 の 関連す る
カ テ ゴ リー * 引用文献名 及 び一部 の箇所 が関連す る ときは、そ の 関連す る箇所 の表示 請 求項 の番 号

A JP 2008-181978 A (株 式 会社東 芝） 2008· 08. 0 7， 図 2 & US 1 - 0

2008/0175032 A l

A J P 2010-74169 A ( 三 星 電子株 式会社） 2010. 04. 0 2， 図 1 & US 1 - 0

2010/0072452 A l & KR 10-2010-0033303 A & CN 101677108 A

c 欄 の続 きに も文献 が列 挙 され てい るc パ テ ン トフ ァ ミ リー に関す る別紙 を参照。

* 引用文献 の 日の 後 に公 表 され た文献
ΓΑ 」特 に関連 のあ る文献 ではな く、一般 的技術水 準 を示す 「Τ 」国際 出願 日又 は優先 日後 に公 表 され た文献 であって

もの 出願 と矛盾 す るもので はな く、発 明の原理 又 は理論
ΓΕ 」国際 出願 日前 の 出願 また は特許 であ るが、国際 出願 日 の理解 のた めに引用す るもの

以後 に公 表 され た も の 「X 」特 に関連 のあ る文献 であって、当該文献 のみで発 明
「L 」優先権主 張に疑義 を提起す る文献又 は他 の文献 の発 行 の 新規性 又 は進歩性 が ない と考 え られ るもの

日若 しくは他 の特別 な理 由 を確 立す るた め に 引用 す ΓΥ 」特 に関連 のあ る文献 であって、当該文献 と他 の 1 以
る文献 （理 由を付す） 上 の文献 との、当業者 に とって 自明で あ る組合せ に

Γθ 」 口頭 に よる開示 、使 用 、展示等 に言及す る文献 よって進歩性 がない と考 え
ΓΡ 」国際 出願 日前 で、かつ優先権 の主 張の基礎 とな る出願 Γ& 」 同一パ テ ン トフ ァ ミ リー 文献

国際調 査 を完 了 した 日 国際調査報告 の発送 日
6 . 0 8 . 2 0 3 0 . 0 8 . 2 0

国際調 査機 関の名称及 び あて先 特許 庁審 査官 （権 限のあ る職員 ） 4 M 9 0 5 7

日本 国特許庁 （I S A J Ρ )
須原 宏光

郵便番 号 1 0 0 — 8 9 1 5
東京都 千代 田区霞が 関三丁 目4 番 3 号 0 3 - 3 5 8 1 - 1 1 0 内線 3 4 6 2

様式 P C T l S A 2 1 0 (第 2 ペ ー ジ） （2 0 0 9 年 7 月）


	abstract
	description
	claims
	drawings
	wo-search-report
	wo-search-report

